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はじめに 















































































の 3 分の 1 ほど――最新の 2009 年国勢調査時で



















































た深夜 1 時の速報値では、ケニヤッタ大統領 
5,602,722 票（55％）、オディンガ 4,462,244 票
（44％）、開票率約 3 分の 2 とされていた。ケニヤ
ッタ大統領はその後も終始約 10 ポイントのリー
ドを保ち、9 時間後の現地時間 9 日午前 10 時で電
子的選挙システムでの転送率 92％、ケニヤッタ大
統領 7,656,951 票（55％）、オディンガ 6,274,821
票（45％）だった。 





野党側によれば「9 日早朝 5 時半時点で閲覧可能
だったフォーム 34A は全国でただ一通」にとどま
っていた（NTV 生放送 www.nation.co.ke、2017 年
8 月 9 日視聴）。 















































（出所）Republic of Kenya 2010. 2009 Kenya Population and 
Housing Census VolumeII, (Nairobi: Kenya National Bureau of 
Statistic)より筆者作






























































有効投票総数  15,114,622  




出典）選管（IEBC）のウェブサイト「Presidential Results Form 34C: Per Constituency and 
County」 https://www.iebc.or.ke/uploads/resources/m3f8arLNjp.pdf，「FORM34B」
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月 16 日アクセス） 
［注］ 
1. 本稿執筆にあたっては、主要現地紙のDaily Nation、
East African、Standard、Star および、独立選挙管理・
選挙区画定委員会サイト（https://www.iebc.or.ke）、ケ
ニア司法ポータルサイト（http://www.kenyalaw.org）、
ケニア司法省（http://www.judiciary.go.ke）を参照した。
紙幅の都合により、本文中での引用を除いて記事の詳
細については省略する。 
2. ケニアの大統領選挙では、過半数のカウンティに
おいて 25％以上の票を得ないと当選できないという
ルールがある（前回参照）が、ケニヤッタとオディン
ガのどちらもこのハードルをクリアしていた。
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